
３ 介護報酬改定内容(サービス毎)

訪問入浴介護
1



① 認知症専門ケア加算等の見直し

介護サービスにおける認知症対応力を向上させていく観点から、訪問系サービスについて、
認知症専門ケア加算を新たに創設する。

認知症専門ケア加算(Ⅰ)【新設】 3単位/日 ※定期巡回 90単位/月

２．地域包括ケアシステムの推進 (1) 認知症への対応力向上に向けた取組の推進

訪問系

認知症専門ケア加算(Ⅱ)【新設】 4単位/日 ※定期巡回 120単位/月

・認知症高齢者の日常生活自立度Ⅲ以上の者が利用者の100分の50以上
・認知症介護実践リーダー研修修了者を認知症高齢者の日常生活自立度Ⅲ以上の者が20名未満の場合は１名以上、20
名以上の場合は１に、当該対象者の数が19を超えて10又は端数を増すごとに１を加えて得た数以上配置し、専門的な
認知症ケアを実施
・当該事業所の従業員に対して、認知症ケアに関する留意事項の伝達又は技術的指導に係る会議を定期的に開催

・認知症専門ケア加算(Ⅰ)の要件を満たし、かつ、認知症介護指導者養成研修修了者を１名以上配置し、事業所全体
の認知症ケアの指導等を実施
・介護、看護職員ごとの認知症ケアに関する研修計画を作成し、実施又は実施を予定

なお、上記の専門研修については、質を確保しつつ、ｅラーニングの活用等により受講しやすい環境整備を行う。2



② 訪問入浴介護の報酬の見直し

訪問入浴介護について、利用者への円滑な初回サービス提供と、利用者の状態に応じた臨機応
変なサービス提供に対し適切な評価を図る観点から、以下の見直しを行う。

ア 新規利用者へのサービス提供に際して、事前の居宅訪問を行うなど、事業者に一定の対応
が生じていることを踏まえ、新規利用者に対して、初回のサービス提供を行う前に居宅を訪問
し、訪問入浴介護の利用に関する調整(浴槽の設置場所や給排水の方法の確認等)を行った場合
を評価する新たな加算を創設する。
イ 清拭又は部分浴を実施した場合の減算について、サービス提供の実態を踏まえ、減算幅を
見直す。

２．地域包括ケアシステムの推進 (4)在宅サービスの機能と連携の強化

＜現行＞

ア なし 初回加算 200単位/月(新設)

＜改定後＞

清拭又は部分浴を実施した場合
10％/回を減算

イ 清拭又は部分浴を実施した場合
30％/回を減算

3



② 訪問入浴介護の報酬の見直し

２．地域包括ケアシステムの推進 (4)在宅サービスの機能と連携の強化

ア 初回加算
○ 訪問入浴介護事業所において、新規利用者の居宅を訪問し、訪問入浴介護の利用に関する調整を
行った上で、利用者に対して、初回の訪問入浴介護を行うこと。
○ 初回加算は、初回の訪問入浴介護を実施した日に算定すること。

イ 清拭又は部分浴を実施した場合の減算(現行と同様)
○ 訪問時の利用者の心身の状況等から全身入浴が困難な場合であって、当該利用者の希望により清拭
又は部分浴(洗髪、陰部、足部等の洗浄をいう。)を実施したとき。
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③ サービス提供体制強化加算の見直し

４．介護人材の確保・介護現場の革新 (1)介護職員の処遇改善や職場環境の改善に向けた取組の推進

訪問入浴

サービス提供体制強化加算について、サービスの質の向上や職員のキャリアアップを一層推進
する観点から、見直しを行う。

＜現行＞

加算
Ⅰイ

加算
Ⅰロ

介護福祉士40%以上又は介護福祉士、実務者研修修了者、基礎研
修修了者の合計が60%以上

介護福祉士30%以上又は介護福祉士、実務者研修修了者、基礎研
修修了者の合計が50%以上

加算
Ⅱ

加算
Ⅲ

加算
Ⅰ

＜改定後＞

以下のいずれかに該当すること。
① 介護福祉士30%以上又は介護福祉士、実務者研修修了者、基
礎研修修了者の合計が50%以上
② 勤続7年以上の者が30%以上

介護福祉士40%以上又は介護福祉士、実務者研修修了者、基礎研
修修了者の合計が60%以上

以下のいずれかに該当すること。
①介護福祉士60%以上
②勤続10年以上介護福祉士25％以上

資格・勤続年数要件

新設

36単位/回

24単位/回

36単位/回

12単位/回

44単位/回
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⑫ サービス付き高齢者向け住宅等における適正なサービス提供の確保

５．制度の安定性・持続可能性の確保 (1)評価の適正化・重点化

サービス付き高齢者向け住宅等における適正なサービス提供を確保する観点から、以下の対応
を行う。

ア 訪問系サービス（定期巡回・随時対応型訪問介護看護を除く）、通所系サービス（地域密着型通所介
護、認知症対応型通所介護を除く）及び福祉用具貸与について、事業所と同一の建物に居住する利用者に
対してサービス提供を行う場合には、当該建物に居住する利用者以外に対してもサービス提供を行うよう
努めることとする。また、事業所を市町村等が指定する際に、例えば、当該事業所の利用者のうち一定割
合以上を当該事業所に併設する集合住宅以外の利用者とするよう努める、あるいはしなければならない等
の条件を付することは差し支えないことを明確化する。

イ 同一のサービス付き高齢者向け住宅等に居住する者のケアプランについて、区分支給限度基準額の利
用割合が高い者が多い場合に、併設事業所の特定を行いつつ、当該ケアプランを作成する居宅介護支援事
業者を事業所単位で抽出するなどの点検・検証を行うとともに、サービス付き高齢者向け住宅等における
家賃の確認や利用者のケアプランの確認を行うことなどを通じて、介護保険サービスが入居者の自立支援
等につながっているかの観点も考慮しながら、指導監督権限を持つ自治体による更なる指導の徹底を図る。
（居宅介護支援事業所を事業所単位で抽出するなどの点検・検証については、効率的な点検・検証の仕組
みの周知期間の確保等のため、10月から施行）
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介護給付費算定等に係る体制等状況一覧表

提出が必要となる場合

12 訪問入浴介護

LIFEへの登録 → 「２ あり」の場合

認知症専門ケア加算 → 新規取得（加算Ⅰ，加算Ⅱ）の場合

※報酬改定以外の要因により，体制等に変更がある場合は，提出が必要。

サービス提供体制強化加算 → 加算Ⅰ，加算Ⅲを取得する場合

62 介護予防訪問入浴介護
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